
項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

、

産業振興課長　青木　邦雄

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技

成果指標の目標を下回ってはいる
ものの、受講者全員が高い技術を
身に着けて卒業しており、一定の成
果が挙げられていると考える。

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を高
めるとともに、技能者の励みとなる
ものであり意義は大きい。また、障
害者雇用優良事業所の表彰は、障
害者雇用の促進や職業安定につな
がる啓発効果があり、両事業ともに
今後も引き続き実施していく。

S54年度～

期間

S58年度～

実施計画ランク

重要

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

期間

職業訓練法人補
助金

期間

S57年度～

実施計画ランク

重要

所沢地区雇用対
策協議会補助金

重要

就業援助技能講
習事業

期間

H12年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

10件0.00 人臨時職員2,144 千円

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

H28年度目標①6人

②1事業所

③

1,905千円

0.25 人

7件14件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

7件14件0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.22 人

市全体で、同時期に開催されている表彰
の日程を調整できれば更なる効率化が見
込めるものと考えられる。
また、技能尊重の気運の向上や、障害者
雇用の更なる推進が図れるよう工夫して
いきたい。

H28実績

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用
優良事業所表彰要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

被表彰者数及び被表彰事業所数

①技能功労者表彰者数

②障害者雇用表彰事業所
数

③

103174

105186

一
般 無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

前年度に引き続き、表彰式の日程を所沢
市表彰の翌日とし、会場設営時間の短縮
や、フラワーアレンジメントの再利用により
事業用消耗品費の節減につなげた。
また、契約課が所管する「所沢市優秀建
設工事等受注者表彰式」との合同開催に
より、事務の軽減を図った。

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値として設定

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガ
ジンなどを利用した周知のほか、市内事業者団
体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者が
年々減少しており、7件の表彰に留まった。

H27予算現額事業の種別

2.0倍0 人臨時職員343 千円

地域における雇用の安定と地域産業の発展を図るため、
雇用対策事業に取り組む所沢地区雇用対策協議会に対
し、補助金を交付する。

指標名

H28年度目標①3回

②1回

③252人

433千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.04 人

2.0倍2.0倍
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1.74倍2.0倍0 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0 人
非常勤
特別職

0 人

0.05 人

この団体は、若年労働力の確保・定着促
進・雇用改善などの取り組みをはじめ、高
齢者や障害者の雇用促進を図っており、
雇用対策事業等を実施する団体に対する
支援として、必要性が高い事業と考える。

H28実績

所沢地区雇用対策協議会補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

3月末時点の市内有効求人倍率

①就職面接会実施回数

②求人説明会・就職相談会
実施回数

③就職面接会参加人数

150150

150150

一
般

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

効果的な市の支援策を検討するため、会
員事業所へのヒアリングやハローワークと
の情報共有を図った。

市内有効求人倍率を設定することで、地域にお
ける雇用の安定と地域産業の発展示す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

6人0 人臨時職員257 千円

職業訓練の効果的促進により、労働者の能力開発及び資
質の向上を図るため、市内の職業訓練法人に補助金を交
付する。

指標名

H28年度目標①1団体

②1,450時間

③

433千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.03 人

5人10人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

3人10人0 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0 人
非常勤
特別職

0 人

0.05 人

埼玉県が認定する職業訓練校に対する補
助であり、高い技能を持った職業人の育成
を支援し、雇用に繋げるという観点から、
必要性が高いものと考える。

H28実績

所沢市職業訓練法人補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

訓練人数

①補助団体数

②訓練時間数

③

9090

9090

一
般

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

職業訓練校埼玉ファッションアカデミーにおける
訓練人数を設定したものである。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

訓練者は、一般の受付けは行わず、会員である
中小企業からの推薦により決定することとなっ
ており、市の目標人数に達しなかった。

H27予算現額事業の種別

95%0 人臨時職員2,144 千円

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）4,000円を免除とする取扱いを行う。

指標名

H28年度目標①１2回

②133人

③

2,685千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.25 人

95%95%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0 人
非常勤
特別職

0 人

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

受講率

①講座開催回数

②講座受講人数

③

924924

924924

一
般 0.31 人

H28実績

受講人数／定員×100％
実施会場のパソコン設置数を定員としており、
可能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を
目標として設定する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

市民ニーズに合わせて、就職活動や勤労
者のスキルアップに繋がるような講座とな
るよう、内容を見直しながら引き続き事業
を実施していく。

95%90%0 人

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

実施会場である生涯学習推進センター・パ
ソコン研修室の改修により、講座に使用で
きるパソコンの台数が減少したことで、講
座の定員についても15名から8名程度まで
減らす必要が生じたが、センターとの調整
により、定員を10名とすることができた。
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H27予算現額事業の種別 指標名



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄H元年度～

期間

H10年度～

実施計画ランク

重要

中小企業退職金
共済掛金等補助
事業

期間

実施計画ランク

重要

勤労者福祉推進
事業

成果指標を概ね達成しており、一
定の成果が挙げられていると考え
られる。

障害者の雇用の場の確保のために
必要な事業であるが、成果が出る
までに時間がかかる事業である。
平成２８年度の実績は、成果指標
の目標に達しなかったものの、制度
開始後、初めての雇用実績であり、
今後の障害者雇用につながる、一
定の成果が出たのものと考える。

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後とも継続した支
援が必要である。

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

実施計画ランク

重要

障害者雇用推進
企業支援事業

期間

H25年度～

実施計画ランク

重要

内職相談事業

期間

S52年度～

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

16事業所0.00 人臨時職員1,801 千円

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

0.21 人

H28年度目標

26事業所16事業所
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

①755人

②84事業所

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,039千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

23事業所16事業所0.00 人
非常勤
特別職

0.12 人

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

H28実績

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

新規加入事業所数

①補助対象者数

②補助対象事業所数

③

5,1526,000

8,7869,500

無無

H28年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

申請期限の間際になっても申請書の提出
がない事業所に対して、再度申請案内を
送付したことにより、漏れなく申請を受け付
けることができた。

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とする。

一
般

事業の種別

1,210人0.00 人臨時職員2,144 千円

市内の中小企業の勤労者とその事業主の福利厚生の充
実を図るため、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセン
ターが設立され、所沢市と国からの補助金を管理費とし、
会員からの会費を事業費として事業を開始した。
平成22年度を最後に、国からの補助金交付がなくなったた
め、平成23年度から所沢市が単独で補助金を交付してい
る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.25 人

1,077人1,270人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

H28実績H28年度目標①1,077人

②430事業所

③23,403円

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1,559千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、社員の福利
厚生を充実するまでに業績が回復していない事
業所が多く、新規加入が伸びていない。

1,144人1,270人0.00 人
非常勤
特別職

0.18 人

会員数

①会員数

②会員事業所数

③利用者1人あたり利用額

10,00010,000

10,00010,000

H28決算額（見込み）H28予算現額

H27実績H27年度目標

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

加入促進のためのチラシの配布や市内事
業所向けメールマガジンの配信などによ
り、市内事業所に向けた広報を行った。

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す

H28目標値が未達成の理由・分析

自社で十分な福利厚生事業を実施するこ
とが困難である中小企業や小規模事業者
の福祉の向上のために必要な事業である
が、周知が行き届いていないと考えられる
ことから、周知方法を見直しながら、今後
も引き続き支援していく。

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金
交付要綱

根拠法令

H27その他職員
従事割合

指標名

3人0.00 人臨時職員2,230 千円

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上
を促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業
者が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補助
金（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付す
るもの。 0.26 人 0.00 人

非常勤
特別職

1,732千円

H28正規職員
人件費

H28年度目標①1事業所

②2件

③1人

0.00 人臨時職員

H29年度目標

0人3人0.00 人
非常勤
特別職

1人3人
H28その他職員
従事割合

0.20 人

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低く、市内事業者や関係する支援機関等
に対する新たな要綱改正の内容を含めた
制度の周知を進めながら、引き続き事業を
実施していく。

H28実績

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

障害者雇用者数

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

③障害者雇用者数

01,000

40750

一
般

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

雇用助成金の交付にあたっては、国の補
助金の規定により、市の補助金との併給
が不可であるとの理由から、市への補助
金申請がなされていなかったため、国また
は県から補助金等が交付される場合は、
交付期間の満了日の翌日からを、市の補
助対象期間として算定できるよう要綱改正
した。

障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこ
となどが考えられ、障害者を雇用するための業
務のマッチングが課題となっている。

H27予算現額事業の種別

75%1.00 人臨時職員2,058 千円

家庭外での就労が困難である等の理由により、内職を希
望する市民に対する就業機会の拡大を図るため、内職相
談員を配置し、内職求人事業所の募集、受付、登録及び市
民に対する相談、受付、あっせん業務を行う。

指標名

H28年度目標①104人

②71件

③44事業所

1,732千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.24 人

68%75%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

64%75%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.00 人

0.20 人

身体や家庭の事情等によって家庭外の就
労が困難な就労希望者は一定数おり、内
職あっせんのニーズは依然として高いた
め、事務の見直しやマニュアルの更新を行
うなど、事務の効率化を図りながら引き続
き事業を実施していく。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

内職あっせん率
①新規登録求職者数

②内職のあっせん件数

③登録事業所数

1,8211,854

1,3721,912

一
般

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

あっせん可能な事業所を掲載した一覧表
を、内職希望者が分かりやすいようにレイ
アウトを変更した。

内職あっせん件数/新規登録求職者数×100
内職の相談件数や登録者数は雇用情勢等に左
右されやすいため、登録者数ではなくあっせん
率を目標値としている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

多くの内職希望者が事業所による品物の運搬を
希望するが、運搬可能な事業所が不足している
など、内職者の求める事業所の条件と事業所が
求める内職者の条件が折り合わず、あっせんに
繋がらないケースが多い。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

期間

～

所沢労働基準協
会補助金

実施計画ランク

重要

労働セミナー開催
事業

期間

重要

一般労働相談事
業

期間

H11年度～

実施計画ランク

重要

～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

ラーク所沢運営事
業

期間

S63年度～

勤労者の福祉の増進や学習の機
会の提供、またワークライフバラン
スの推進のために必要な施設であ
り、今後も引き続き事業を継続して
実施する必要がある。

無無

H28年度に改善した点

日常の労働が適切に行われること
や、事業所内で労働者の健康と安
全管理を担当する者が現場に対し
て認識を深め、問題点の正しい理
解を通じて安全衛生の維持・向上
を図ることが、労働者の健康を守る
だけでなく、生産性の向上や社会
の発展にもつながる。

H28年度目標臨時職員

非常勤
特別職

0.22 人

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

労働者及び事業主の抱える仕事に
関する悩みや疑問の解決は、労働
環境の向上につながるものであり、
また無料で利用可能な相談にニー
ズは高いことから今後も継続して実
施することが必要である。

成果指標を概ね達成しており、一
定の成果が挙げられていると考え
られる。

0.03 人

189事業所200事業所
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

200事業所0.00 人臨時職員257 千円

市内事業所における労働者の福祉の増進や労働条件の
向上を図ることを目的として、労働関係法令の普及、労務
管理の改善、労働災害の防止等の活動を行う当協会に対
して補助金を交付する。

H28年度目標①2回

②4回

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

433千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

新規加入した事業所がなかったため。目標値を
未達成ではあるものの、前年の事業所数を維持
している。

189事業所200事業所0.00 人
非常勤
特別職

0.05 人

労働基準協会が実施した事業内容や事業
の効果などを検証していきたい。
また、関係自治体の対応や状況も調査し
ていきたい。

H28実績

所沢労働基準協会補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市内会員事業所数

①優良事業所の巡視・見学

②労働関連法令の普及・啓
発

③

4040

4040

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

当該団体の目的が、市内事業所における労働
者の福祉の増進や労働条件の向上を図ることと
しているため、同活動に取り組む会員事業所数
を指標としている。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

24人0.00 人臨時職員1,715 千円

労働者及び事業主が抱えている仕事に関する様々な悩み
や疑問を解決することにより、労働環境の向上を図るた
め、社会保険労務士を相談員として労働に関する相談事
業を実施する。

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.20 人

20人24人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市の労働相談は月1回の開催であり、至急の相
談や開催日以降の相談は国や県の労働相談事
業を紹介しており、その分は市の相談実績とは
していないため。

24人48人0.00 人
非常勤
特別職

利用者に利用しやすい日程や時間帯で開
催できるよう、今後も引き続き検討する。

H28実績H28年度目標①12日

②

③

根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

156156

①一般労働相談開催日数

②

③

自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

前年度同様実施日を第３金曜日とし募集
期間を長くとった。また、年間スケジュール
を記載したチラシを作成し配布するととも
に、ホームページや事業者向けメルマガに
も掲載した。

市の労働相談を実際に利用した人数

特になし

H28決算額（見込み）

指標名

①6回

②242人

③

法定受託＋附加法定受託事務

H28正規職員
人件費

0.00 人

一
般

相談者数H28予算現額

0.00 人1,905千円

0.22 人

事業の種別

100人0.00 人臨時職員1,887 千円

労働をめぐる様々なトラブルを未然に防ぐためには、労使
双方が労働関係法令や制度の知識を身につけ、適正な就
労環境を築いていくことが重要であることから、埼玉県との
共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を学ぶための
セミナーを開催する。

100人
H28その他職員
従事割合

156156

H28実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,905千円

H27決算額H27予算現額

125人100人0.00 人

0.22 人

122人

H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

新たに労働保険・社会保険に関するテー
マや労働時間に関するテーマを取り上げ
たところ好評であり、受講者の増加につな
がった。

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
埼玉県と調整を取りながら、受講者のニー
ズに応えられるような講座内容となるよう
事業を進め、広報、ホームページ、事業所
向けメールマガジン、前年度参加事業所
等に周知活動を行う。

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.50 人

一
般

事業の種別

160

160特になし

4,288 千円

3,464千円

勤労者及び使用者の受講者数

0.00 人

H29年度目標0.00 人

109

119

H28決算額（見込み）

H28目標値が未達成の理由・分析

H27決算額

①開催回数

②受講者数(延べ人数)

③

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

臨時職員

0.00 人

H27予算現額 指標名

①9,920件

②9,239人

③
非常勤
特別職

利用者のニーズに応じた施設運営や自主
事業等を工夫し利用者の増加を図る。
市と指定管理者の連携を密に取り施設の
周知に努める。
また、施設の老朽化に対応するため、定
期的な点検や補修を実施する必要があ
る。

H28実績H28年度目標

52.9%50%
H28その他職員
従事割合

50%0.00 人臨時職員

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

年間利用率(各部屋平均）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

175,680

31,20031,214

A

目標設定の考え方・根拠

0.40 人

目標達成済

54.9%50%

市内事業所向けにチラシを配布するなど、
施設の周知を図った。また、指定管理者に
よる管理運営が適切に行われるよう、定期
的に情報を共有した。

年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数）

一
般

事業の種別

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

③

170,326法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

期間

～

実施計画ランク

重要

勤労者団体補助
金

産業
振興
課

労働者の生活向上、福祉の増進及び雇用の安定を図るこ
とを目的として活動をしている団体に対し、補助金を交付す
る。

0.05 人

6,412人7,500人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

7,000人0.00 人臨時職員429 千円

H28年度目標①34回

②2回

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

433千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

勤労者団体の組織率は年々減少傾向にあるた
め。

6,492人7,500人0.00 人
非常勤
特別職

0.05 人

本件補助金については、勤労者団体の運
営費の補助として支出しているが、事業内
容及び事業の効果などを検証していきた
い。
また、近隣市の対応や状況も調査していき
たい。

H28実績

所沢市勤労者団体補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

組合員数

①所沢地区労働組合協議
会活動実績（労働相談・平
和活動・春闘等活動回数）
②連合埼玉西部第四地域
協議会活動実績（フォーラ
ム等実施回数）
③

620742

620742

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

特になし

当該団体の目的が、労働者の生活向上や福祉
の増進及び雇用の安定を図ることとしているた
め、同活動に取り組む組合員数を指標としてい
る。 成果指標を概ね達成しており、一

定の成果が挙げられていると考え
られる。一

般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名


